
改正 令和５年８月３０日 原規総発第 2308302号 原子力規制委員会決定 

 

 

 

令和５年８月３０日 

 

 

 

原子力規制委員会 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力

規制委員会の処分に係る審査基準等の一部改正について 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規

制委員会の処分に係る審査基準等（原規総発第 1311275号）の一部を、別表によ

り改正する。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るた

めの電気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第４４号。以下「改正

法」という。）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日（令和７年６月６日）

から施行する。ただし、次条から附則第５条までの規定は、改正法附則第１条

第３号に掲げる規定の施行の日（令和５年１０月１日）から施行する。 

（改正法附則第４条から第６条までの認可に係る審査基準及び標準処理期間） 

第２条 改正法附則第４条第１項の認可に係る行政手続法（平成５年法律第８

８号）第５条第１項の規定による審査基準及び同法第６条の規定による標準

処理期間は、それぞれ次の各号に定めるところによる。 

一 審査基準 改正法第２条の規定による改正後の核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「新原子炉

等規制法」という。）第４３条の３の３２第１項の審査基準 

二 標準処理期間 ６月 

第３条 改正法附則第４条第３項の認可に係る審査基準及び標準処理期間は、

それぞれ新原子炉等規制法第４３条の３の３２第３項の審査基準及び標準処



理期間とする。 

第４条 改正法附則第５条第１項の認可に係る審査基準及び標準処理期間は、

それぞれ新原子炉等規制法第４３条の３の３２第１項の審査基準及び標準処

理期間とする。 

第５条 改正法附則第６条第１項の認可に係る審査基準及び標準処理期間は、

それぞれ新原子炉等規制法第４３条の３の３２第４項の審査基準及び標準処

理期間とする。 
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改  正  後 改  正  前 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３

２年法律第１６６号）に基づく原子力規制委員会の処分に係る行政

手続法（平成５年法律第８８号）第５条第１項の規定による審査基

準、同法第６条の規定による標準処理期間及び同法第１２条第１項

の規定による処分基準は、別表のとおりとする。 

なお、別表中で記載する条項は、特に記載のない限り、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律中の該当する条項を

指すものとする。 

 

（別表） 

条文 内容 審査基準又は処分基準 標準処理

期間 

（略） （略） （略） （略） 

【発電用原子炉の規制】 

（略） （略） （略） （略） 

第４３

条の３

の３２

第１項 

発電用原子炉

（実用発電用

原 子 炉 に 限

る。）の長期施

基準は、第４３条の３

の３２第６項及び実用

炉規則第１１４条によ

るものとし、以下の規

１年 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３

２年法律第１６６号）に基づく原子力規制委員会の処分に係る行政

手続法（平成５年法律第８８号）第５条第１項の規定による審査基

準、同法第６条の規定による標準処理期間及び同法第１２条第１項

の規定による処分の基準は、別表のとおりとする。 

なお、別表中で記載する条項は、特に記載のない限り、核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律中の該当する条項を

指すものとする。 

 

（別表） 

条文 内容 審査基準又は処分基準 標準処理

期間 

（略） （略） （略） （略） 

【発電用原子炉の規制】 

（略） （略） （略） （略） 

第４３

条の３

の３２

第２項 

発電用原子炉

（実用発電用

原 子 炉 に 限

る。）の運転期

基準は、実用炉規則第

１１４条によるものと

し、以下の規程を基と

１年 

別表 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委員会の処分に係る審査基準等 新旧対照表 

（下線を付し、又は破線で囲んだ部分は改正部分） 
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設管理計画の

認可 

程を基として個々の事

案ごとに判断する。 

○実用発電用原子炉の

長期施設管理計画の

審査基準（原規規発

第２３０８３０４号

（令和５年８月３０

日原子力規制委員会

決定）） 

発電用原子炉

（研究開発段

階炉に限る。）

の長期施設管

理計画の認可 

基準は、第４３条の３

の３２第６項及び研開

炉規則第１０９条に規

定されている。（※１） 

１年 

第４３

条の３

の３２

第３項 

発電用原子炉

（実用発電用

原 子 炉 に 限

る。）の長期施

設管理計画の

認可 

基準は、第４３条の３

の３２第１項の審査基

準（実用発電用原子炉

部分）と同じ。 

 

 

 

 

 

１年 

 

間の延長の認

可 

して個々の事案ごとに

判断する。 

○実用発電用原子炉の

運転の期間の延長の

審査基準（原管Ｐ発

第１３１１２７１号

（平成２５年１１月

２７日原子力規制委

員会決定）） 

発電用原子炉

（研究開発段

階炉に限る。）

の長期施設管

理計画の認可 

基準は、第４３条の３

の３２第６項及び研開

炉規則１０９条に規定

されている。（※１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年 
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発電用原子炉

（研究開発段

階炉に限る。）

の長期施設管

理計画の認可 

基準は、第４３条の３

の３２第１項の審査基

準（研究開発段階炉部 

分）と同じ。 

１年 

第４３

条の３

の３２

第４項 

発電用原子炉

（実用発電用

原 子 炉 に 限

る。）の長期施

設管理計画の

変更の認可 

基準は、第４３条の３

の３２第１項の審査基

準（実用発電用原子炉

部分）と同じ。 

６月 

発電用原子炉

（研究開発段

階炉に限る。）

の長期施設管

理計画の変更

の認可 

基準は、第４３条の３

の３２第１項の審査基

準（研究開発段階炉部 

分）と同じ。 

６月 

（略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） 

 

 


